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平成２７年度 事業報告書  
 

平成２７年度は、農政調査委員会が一般財団法人へ組織変更を行なってから

２年度目に当たる。 

このため、一般財団法人化への認可条件とされた公益目的支出計画に係る事

業の着実な実施に努めた。 

また、引き続き農政調査委員会の再建に向けた取組みを行った。しかし、農

政調査委員会を取り巻く環境は引き続き極めて厳しく、事業実施体制が脆弱な

こともあり、当初の計画通りに事業が円滑に進まず、法人の立て直しにはかな

りの厳しさがみられた。 

平成２７年度に実施した事業は、以下のとおりである。 

 

Ⅰ 事業 

 

１ 調査研究事業 

（１） 基本問題調査研究事業 

 食料・農業・農村に関わる現下の問題について、農政調査委員会の研究員、

専門調査員がそれぞれにテーマを持ち、自主的に現場の実態把握、分析に重点

を置いた調査研究に取り組んだ。その成果は関係学会で発表したり、ホームペ

ージで紹介した。 

 

（２）科学研究費助成事業 

 宮城大学との共同研究による基盤研究Ｃの事業と挑戦的萌芽研究の事業を前

年度に引き続き実施した。 

なお、このうち基盤研究Ｃの事業は研究最終年度に当たり、３ヵ年分の研究

のとりまとめを行った。 

 

基盤研究Ｃ  

 テーマ：ポスト東日本大震災におけるローカル・フードシステムの成立条件 

 研究代表者：三石 誠司 宮城大学教授 

 研究期間：平成２５年度～平成２７年度 
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挑戦的萌芽研究 

テーマ：農村女性の移動、女性農業者・企農家の協働関係及び農村空間の持

続可能な発展における革新的システムに関する地理学的研究 

 研究代表者：鷹取 泰子 専門調査員 

 研究期間：平成２６年度～平成２８年度 

 

（３）「日本の農業」シリーズ調査研究事業 

 食料・農業・農村に関わる調査研究テーマを公募し、選定したテーマについ

て外部の研究者等の主導のもとに調査研究を進め、「日本の農業」として取りま

とめて公表する事業を引き続き行った。 

平成２７年度においては、過年度に採択した案件で未処理のものについて、

引き続き該当する外部の研究者と緊密に連携しつつ早期取りまとめに向け努力

した。その結果、次の１点を「日本の農業」として刊行した。 

  

・249 号 庄内農業の構造変動の特質―現代的条件と歴史的条件から― 

西川 邦夫 茨城大学農学部准教授 

      

（４）「のびゆく農業」シリーズ調査研究事業 

 食料・農業・農村に関する海外の新しい動向等について、広く情報を収集す

るとともに分析のうえ「のびゆく農業」として取りまとめて公表する事業を引

き続き実施した。 

平成２７年度においては、６月開催の「のびゆく農業編集委員会」において

６テーマを選定し、これまでに次の３点（延６点）を刊行した。 

 

・1022-23号：農村再考－英国の農村政策が忘れているものは何か－ 

解題・翻訳：安藤 光義 東京大学大学院准教授 

 

・1024-26号：新しいCAPにおける環境公共財 

－グリーニング案の影響と考えられ得る代替策－ 

解題・翻訳：西川 邦夫 茨城大学准教授 

 

・1027号：日本の農業・食品産業とTPP 
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解題・翻訳：三石 誠司 宮城大学教授 

 

（５）委託事業等 

 農林水産省ほか行政機関や独立行政法人などが公示した調査研究に関する公

募型の委託事業等で農政調査委員会の特性が活かせる案件数件に応募したが、

競争が厳しく、受託できなかった。 

 なお、近年、農政調査委員会の特性が活かせる公募案件が減少している。 

 

（６）民間団体等研究助成事業 

民間企業・団体等が公募する研究助成については、以下の案件について、平

成２８年度までの３年間の研究として鋭意実施中である。 

 

 ア 公益財団法人ロッテ財団        

    テーマ：地域へ再帰する和菓子製造企業 

－新たな「地域」との関係と展望－ 

    研究者：佐藤 奨平、西川 邦夫、笹井 美希、竹島久美子、 

小川 真如、大仲 克俊 

 

２「食と農の再生」に向けた啓発活動 

 わが国食料・農業・農村についての国民の理解を深めるため、１の調査研究

事業の成果については、刊行物として国の関係機関をはじめ都道府県、大学、

関係団体等に広く無償で提供したほか、以下の事業を実施し、わが国の「食と

農の再生」に資するよう努めた。 

 

（１）講演会の開催 

 １の調査研究事業の成果の一部を広く一般に普及するため、次の２回公募方

式により参加者を募り講演会を開催した。 

なお、それぞれの講演要旨については、講演終了後農政調査委員会のホーム

ページに掲載した。 

 

第１回講演会 

日時・場所 平成２７年１１月２日 日本農業研究所会議室 
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 テーマ：イギリスの農村政策－日本への示唆－ 

 講師：東京大学大学院准教授 安藤光義氏 

 参加者数：３５名 

 

第２回  

日時・場所 平成２７年１２月４日 日本農業研究所会議室 

 テーマ：日本の農業・食品産業と TPP－アメリカ農務省経済調査局の報告書

にもとづいて－ 

 講師：宮城大学教授 三石誠司氏 

 参加者数：３５名 

  

（２）ＩＴを活用した調査研究成果の提供 

 わが国食料・農業・農村への国民の理解を深めるため、農政調査委員会がそ

の設立以来実施してきた調査研究の成果をＰＤＦ化するとともにデータベース

化し、ホームページを通して広く情報提供するシステム作りを行ってきたが、

平成２７年度においてはその一部を電子図書館として一般に公開した。なお、

広く情報提供することができるまでにはなお若干の時間を要する見込みである。 

 

３ 東畑四郎記念研究奨励事業 

 若手研究者とそのテーマを公募方式により募集し、若手研究者の育成を図る

ための東畑四郎記念研究奨励事業を引き続き実施した。 

 

 平成２７年度においては、次の事業を行った。 

① 平成２６年度事業として公募した案件について、審査委員会における応募

者とのやり取りに時間を要したため、年度内に選定が終わらず、このため、

平成２７年５月に次の１名を選定した。なお、選定が遅れたため調査研究

期間は、平成２８年５月までとされた。 

 

助成対象者：吉村 武洋 長野大学 環境ツーリズム学部 助教 

テーマ：ルーラル・アメニティ保全のための費用負担－日本の棚田を事例

に－ 
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② 平成２７年度分として公募した案件は平成２８年１月に次の１名を選定

した。 

   

助成対象者：加藤 恵里 千葉大学大学院 特任助教 

テーマ：地域外住民を取り入れた獣害対策と農山村の振興－民間組織の取

り組みに着目して－ 

 

４ 調査研究支援事業 

（１）農業関係者、企業、研究者等に対する情報提供等の充実 

 農政調査委員会の調査研究成果である刊行物については、引き続き研究者そ

の他の関心を有する者に実費で提供した。 

 ＩＴの活用などによる専門的な情報提供については、前述２の（２）との関

連でシステム作りを行っているところである。 

 

（２）国土交通省の事業に対する支援 

 国土交通省が実施した事業「船内向け自主改善活動に係る指導員養成講習会

の開催及び調査」について、農政調査委員会の調査ノウハウを活用してその事

業の円滑な実施の支援に努めた。 

  

（３）農業問題研究学会事務局 

 前年度に引続き、農業問題研究学会の事務局として、同学会の発展及び円滑

な運営に努めた。 

 

５ その他 

（１）農政調査委員会の主たる情報発信の手段として、多くの人に利用しても

らえるように随時ホームページの見直しを行い、その充実を図った。 

 

Ⅱ 法人管理 

１．平成２６年度の公益目的支出計画の実施状況について、平成２７年６月２

５日に内閣総理大臣宛に報告書を提出したが、平成２７年１１月１２日付で受

理された。 
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２ 「農政調査委員会あり方検討会」の開催 

 農政調査委員会を取り巻く環境が一層厳しさを増し、再建が大幅に遅れてい

るところから、農政調査委員会の今後のあり方について改めて検討するため、

平成２７年４月２４日と平成２８年２月８日の２回評議員及び理事若干名から

なる農政調査委員会あり方検討会を開催した。 
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単位：円

合計 一般会計 科研費会計

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入

事業賛助金収入 1,500,000 1,500,000 0

事業収入 2,404,394 2,404,394 0

科研費助成事業収入 2,121,600 0 2,121,600

民間研究助成費収入 1,000,000 1,000,000 0

雑収入 582,493 582,091 402

特別会計繰入収入 489,600 489,600 0

事業活動収入計 8,098,087 5,976,085 2,122,002

　２．事業活動支出

事業費支出 20,156,988 18,172,626 1,984,362

管理費支出 1,995,501 1,995,501 0

特別会計繰入支出 489,600 0 489,600

事業活動支出計 22,642,089 20,168,127 2,473,962

事業活動収支差額 △ 14,544,002 △ 14,192,042 △ 351,960

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

事業再建・新事業推進準備金取崩収入 7,000,000 7,000,000 0

事業経費立替準備金取崩収入 4,259,000 4,259,000 0

投資活動収入計 11,259,000 11,259,000 0

　２．投資活動支出

事業再建・新事業推進準備金取得支出 0 0 0

事業経費立替準備金取得支出 0 0 0

投資活動支出計 0 0 0

投資活動収支差額 11,259,000 11,259,000 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 △ 3,285,002 △ 2,933,042 △ 351,960

前期繰越収支差額 10,482,956 9,983,017 499,939

次期繰越収支差額 7,197,954 7,049,975 147,979

収支計算書総括表
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科　　　　　　　目
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１．資金の範囲

　　資金の範囲には、現金、預金、未収金、未払金、預り金、仮払金及び前受金を含めている。

　　なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２．次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

現金預金

未収金

仮払金

合計

未払金

預り金

前受金

合計

次期繰越収支差額 7,197,954

3,540,453

10,482,956

7,773,157

1,944,000

0

9,717,157

1,414,420

104,783

1,000,000

2,519,203

0

14,023,409

1,337,987

202,466

2,000,000

1,330,280

収支計算書に対する注記

科　　目 前期末残高

12,693,129

当期末残高
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単位：円

予算額 決算額 差　額

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入

事業賛助金収入 1,500,000 1,500,000 0

事業収入 10,200,000 2,404,394 7,795,606

受託事業等収入 5,000,000 1,944,000 3,056,000

刊行物頒布収入 500,000 193,010 306,990

普及啓発等事業収入 700,000 44,000 656,000

調査研究支援事業収入 3,000,000 223,384 2,776,616

地域振興等支援事業収入 1,000,000 0 1,000,000

民間研究助成費収入 1,000,000 1,000,000 0

雑収入 65,000 582,091 △ 517,091

受取利息収入 15,000 7,394 7,606

雑収入 50,000 574,697 △ 524,697

科研費特別会計繰入金収入 740,000 489,600 250,400

事業活動収入計 13,505,000 5,976,085 7,528,915

　２．事業活動支出

事業費支出 22,222,000 18,172,626 4,049,374

給料手当支出 10,900,000 6,929,320 3,970,680

社会保険料支出 770,000 807,544 △ 37,544

賃金支出 700,000 254,293 445,707

福利厚生費支出 400,000 180,000 220,000

検討会費支出 50,000 0 50,000

資料購入費支出 200,000 556,047 △ 356,047

旅費交通費支出 1,400,000 727,283 672,717

保守管理費支出 42,000 43,200 △ 1,200

通信運搬費支出 300,000 286,210 13,790

支払手数料 1,900,000 1,867,104 32,896

消耗品費支出 200,000 249,216 △ 49,216

印刷費支出 400,000 553,238 △ 153,238

光熱水料費支出 400,000 297,973 102,027

賃借料支出 3,200,000 3,161,032 38,968

分担金支出 260,000 286,433 △ 26,433

諸謝金支出 800,000 1,308,070 △ 508,070

租税公課支出 0 0 0

委託費支出 100,000 1,601 98,399

雑費支出 200,000 664,062 △ 464,062

一般会計　収支計算書
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科　　　　　　　目
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管理費支出 2,292,000 1,995,501 296,499

役員報酬支出 500,000 400,000 100,000

給料手当支出 850,000 646,590 203,410

社会保険料支出 132,000 101,311 30,689

賃金支出 100,000 127,147 △ 27,147

福利厚生費支出 80,000 60,000 20,000

会議費支出 30,000 0 30,000

旅費交通費支出 70,000 110,740 △ 40,740

通信運搬費支出 10,000 12,585 △ 2,585

支払手数料支出 10,000 25,488 △ 15,488

消耗品費支出 10,000 6,887 3,113

印刷費支出 20,000 17,280 2,720

光熱水料費支出 40,000 33,107 6,893

賃借料支出 320,000 352,536 △ 32,536

分担金支出 40,000 31,830 8,170

租税公課支出 70,000 70,000 0

雑費支出 10,000 0 10,000

事業活動支出計 24,514,000 20,168,127 4,345,873

事業活動収支差額 △ 11,009,000 △ 14,192,042 3,183,042

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

事業再建・新事業推進準備金取崩収入 7,000,000 7,000,000 0

事業経費立替準備金取崩収入 4,259,000 4,259,000 0

投資活動収入計 11,259,000 11,259,000 0

　２．投資活動支出

事業再建・新事業推進準備金取得支出 0 0 0

事業経費立替準備金取得支出 0 0 0

投資活動支出計 0 0 0

投資活動収支差額 11,259,000 11,259,000 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 0 △ 2,933,042 2,933,042

前期繰越収支差額 0 9,983,017 △ 9,983,017

次期繰越収支差額 0 7,049,975 △ 7,049,975
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単位：円

予算額 決算額 差　額

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入

科研費助成事業直接経費収入 1,400,000 1,632,000 △ 232,000

科研費助成事業間接経費収入 420,000 489,600 △ 69,600

雑収入 0 402 △ 402

受取利息収入 0 402 △ 402

事業活動収入計 1,820,000 2,122,002 △ 302,002

　２．事業活動支出

直接経費 2,300,000 1,984,362 315,638

賃金支出 200,000 55,788 144,212

検討会費支出 0 0 0

資料購入費支出 200,000 97,451 102,549

旅費交通費支出 1,550,000 1,590,122 △ 40,122

通信運搬費支出 0 21,582 △ 21,582

支払手数料支出 0 216 △ 216

消耗品費支出 80,000 94,139 △ 14,139

印刷費支出 50,000 1,960 48,040

賃借料支出 20,000 9,720 10,280

諸謝金支出 200,000 78,585 121,415

雑費支出 0 34,799 △ 34,799

間接経費 740,000 489,600 250,400

一般会計繰入金支出 740,000 489,600 250,400

事業活動支出計 3,040,000 2,473,962 566,038

事業活動収支差額 △ 1,220,000 △ 351,960 △ 868,040

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0

　２．投資活動支出

投資活動支出計 0 0 0

投資活動収支差額 0 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 △ 1,220,000 △ 351,960 △ 868,040

前期繰越収支差額 1,220,000 499,939 720,061

次期繰越収支差額 0 147,979 △ 147,979

科研費会計　収支計算書
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科　　　　　　　目
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単位：円
平成２７年度 前年度 差　額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１）経常収益

受取寄付金 1,500,000 1,450,000 50,000

受取事業賛助金 1,500,000 1,450,000 50,000

事業収益 2,404,394 4,815,344 △ 2,410,950

受託事業等収益 1,944,000 3,745,916 △ 1,801,916

刊行物頒布収益 193,010 376,986 △ 183,976

普及啓発等事業収益 44,000 26,000 18,000

調査研究支援事業収益 223,384 666,442 △ 443,058

地域振興等支援事業収益 0 0 0

科研費助成事業収益 2,121,600 2,645,500 △ 523,900

民間研究助成収益 1,000,000 1,000,000 0

雑収益 582,493 249,074 333,419

受取利息 7,796 9,374 △ 1,578

雑収益 574,697 239,700 334,997

経常収益計 7,608,487 10,159,918 △ 2,551,431

　　（２）経常費用

事業費 20,405,838 25,124,032 △ 4,718,194

給料手当 6,929,320 9,416,840 △ 2,487,520

社会保険料 807,544 1,175,094 △ 367,550

賃金 310,081 439,147 △ 129,066

福利厚生費 180,000 400,000 △ 220,000

検討会費 0 72,122 △ 72,122

資料購入費 653,498 451,534 201,964

旅費交通費 2,317,405 3,268,470 △ 951,065

減価償却費 248,850 248,850 0

保守管理費 43,200 43,200 0

通信運搬費 307,792 431,262 △ 123,470

支払手数料 1,867,320 1,886,196 △ 18,876

消耗品費 343,355 715,588 △ 372,233

印刷費 555,198 289,224 265,974

光熱水料費 297,973 387,852 △ 89,879

賃借料 3,170,752 3,163,008 7,744

分担金 286,433 264,116 22,317

諸謝金 1,386,655 1,746,207 △ 359,552

租税公課 0 239,700 △ 239,700

委託費 1,601 165,672 △ 164,071

雑費 698,861 319,950 378,911

正味財産増減計算書
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科　　　　　　目
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管理費 1,995,501 2,269,117 △ 273,616

役員報酬 400,000 300,000 100,000

給料手当 646,590 862,120 △ 215,530

社会保険料 101,311 126,952 △ 25,641

賃金 127,147 219,573 △ 92,426

福利厚生費 60,000 90,800 △ 30,800

会議費 0 16,200 △ 16,200

旅費交通費 110,740 88,290 22,450

通信運搬費 12,585 14,216 △ 1,631

支払手数料 25,488 20,002 5,486

消耗品費 6,887 7,148 △ 261

印刷費 17,280 28,836 △ 11,556

光熱水料費 33,107 43,095 △ 9,988

賃借料 352,536 352,536 0

分担金 31,830 29,349 2,481

租税公課 70,000 70,000 0

雑費 0 0 0

経常費用計 22,401,339 27,393,149 △ 4,991,810

当期経常増減額 △ 14,792,852 △ 17,233,231 2,440,379

　２．経常外増減の部

　　（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

　　（２）経常外費用 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期正味財産増減額 △ 14,792,852 △ 17,233,231 2,440,379

正味財産期首残高 40,435,716 57,668,947 △ 17,233,231

正味財産期末残高 25,642,864 40,435,716 △ 14,792,852

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 25,642,864 40,435,716 △ 14,792,852
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単位：円
平成２７年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

現金預金 7,773,157 12,693,129 △ 4,919,972

未収金 1,944,000 1,330,280 613,720

仮払金 0 0 0

流動資産合計 9,717,157 14,023,409 △ 4,306,252

　２．固定資産

（１）その他の固定資産

無形固定資産

　セキュリティソフトウェア 248,850 497,700 △ 248,850

　敷金 1,207,140 1,207,140 0

業務再建・新事業推進準備金 3,000,000 10,000,000 △ 7,000,000

事業経費立替準備金 17,241,000 21,500,000 △ 4,259,000

その他の固定資産合計 21,696,990 33,204,840 △ 11,507,850

固定資産合計 21,696,990 33,204,840 △ 11,507,850

資産合計 31,414,147 47,228,249 △ 15,814,102

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

未払金 1,414,420 1,337,987 76,433

預り金 104,783 202,466 △ 97,683

前受金 1,000,000 2,000,000 △ 1,000,000

短期借入金 0 0 0

流動負債合計 2,519,203 3,540,453 △ 1,021,250

　２．固定負債

退職給付引当金 3,252,080 3,252,080 0

固定負債合計 3,252,080 3,252,080 0

負債合計 5,771,283 6,792,533 △ 1,021,250

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0

　２．一般正味財産

（うち基本財産への充当額） 0 0 0

正味財産合計 25,642,864 40,435,716 △ 14,792,852

負債及び正味財産合計 31,414,147 47,228,249 △ 15,814,102

貸借対照表
平成２８年３月３１日現在

科　　　目
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１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　　退職給付引当金・・・・・平成１９年３月３１日現在の退職給与の要支給額に相当する金額を

　計上している（平成１９年４月１日から退職給付制度を外部拠出型とし、費用処理している）。

（２）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

財務諸表に対する注記
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単位：円

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

現金預金

現　金　　　　　　　　手元有高 572,955

普通預金 6,841,908

三菱東京ＵＦＪ銀行 1,714,576

りそな銀行 1,072,428

農林中央金庫 129,312

みずほ銀行 1,303,651

三菱東京ＵＦＪ銀行（科研費） 2,621,941

当座預金 300,003

三菱東京ＵＦＪ銀行 201,470

りそな銀行 98,533

郵便振替貯金 58,291

未収金

事業費未収金 1,944,000

仮払金 0

流動資産合計 9,717,157

　２．固定資産

（１）基本財産

定期預金

りそな銀行 0

農林中央金庫 0

　基本財産合計 0

（２）その他の固定資産

無形固定資産

セキュリティソフトウェア 248,850

敷金 1,207,140

東京都千代田区紀尾井町３－２９

所在の事務所

事業再建・新事業推進準備金 3,000,000

事業経費立替準備金 17,241,000

　その他の固定資産合計 21,696,990

固定資産合計 21,696,990

資産合計 31,414,147

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

未払金

社会保険料 72,200

自主事業 202,060

その他公益関係 1,070,160

その他 0

租税公課 70,000

金　　　　額科　　　　目

財　産　目　録
平成２８年３月３１日現在
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預り金 104,783

前受金 1,000,000

流動負債合計 2,519,203

　２．固定負債

退職給付引当金 3,252,080

固定負債合計 3,252,080

負債合計 5,771,283

正味財産合計 25,642,864

注：業務再建・新事業推進準備金、事業経費立替準備金の内訳は次のとおりである。

普通預金 普通預金 普通預金

（三菱東京UFJ銀行） （みずほ銀行） （農林中央金庫）

業務再建・

新事業推進準備金

事業経費立替準備金 11,241,000 5,000,000 1,000,000 17,241,000

計

3,000,000 0 0 3,000,000
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